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金　額 金　額

流　動　資　産 1,043,338,926 流　動　負　債 132,190,434

現 金 及 び 預 金 927,854,812 買 掛 金 8,230,746

売 掛 金 112,073,395 未 払 金 46,829,303

仕 掛 品 182,645 未 払 法 人 税 等 4,136,700

貯 蔵 品 139,213 未 払 事 業 税 728,300

前 払 費 用 2,940,048 未 払 事 業 所 税 1,460,000

未 収 入 金 38,080 未 払 消 費 税 等 20,488,997

立 替 金 24,600 未 払 費 用 5,857,000

仮 払 金 86,133 預 り 金 3,792,388

賞 与 引 当 金 40,667,000

固　定　資　産 224,773,073 固　定　負　債 118,298,343

有 形 固 定 資 産 12,934,260 退 職 給 付 引 当 金 118,298,343

建 物 及 び 構 築 物 9,892,964

工 具、器 具 及 び 備 品 3,041,296

無 形 固 定 資 産 406,400 250,488,777

電 話 加 入 権 406,400

株　主　資　本 988,030,898

投 資 そ の 他 の 資 産 211,432,413 資 本 金 30,000,000

投 資 有 価 証 券 169,123,100 資 本 剰 余 金 70,000,000

繰 延 税 金 資 産 42,309,313  資 本 準 備 金 70,000,000

利 益 剰 余 金 888,030,898

そ の 他 利 益 剰 余 金 888,030,898

繰 越 利 益 剰 余 金 888,030,898

評 価・換 算 差 額 等 29,592,324

その他有価証券評価差額金 29,592,324

1,017,623,222

1,268,111,999 1,268,111,999資　産　合　計

純　資　産　合　計

負 債 純 資 産 合 計

貸　借　対　照　表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和3年3月31日現在　　　　　　　　　　　（単位：円）

純　資　産　の　部

資　産　の　部

科　目

負　債　の　部

科　目

負　債　合　計



売　上　高 1,115,366,234

売　上　原　価 949,688,752

売 上 総 利 益 165,677,482

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 74,404,846

営 業 利 益 91,272,636

営　業　外　収　益

受 取 利 息 19

受 取 配 当 金 6,939,886

投 資 有 価 証 券 売 却 益 8,316,800

受 取 保 険 金 512,302

助 成 金 収 入 14,319,777

雑 収 入 64,627 30,153,411

営　業　外　費　用

租 税 公 課 484,109

雑 損 失 2,007,835 2,491,944

経 常 利 益 118,934,103

税 引 前 当 期 純 利 益 118,934,103

法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税 23,116,438

法 人 税 等 調 整 額 △ 109,830 23,006,608

当 期 純 利 益 95,927,495

金　額

　　　　　　　　　　（自　令和2年4月1日　至　令和3年3月31日）　　　　（単位：円）

損　益　計　算　書

科　　目



個別注記表 
重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① その他有価証券 

・時価のあるもの 

 

 

 

 

 

事業年度の末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

・時価のないもの  移動平均法による原価法 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・仕掛品  個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下げの方法により算

定） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

  （リース資産を除く） 

 

 

定率法によっております。ただし、平成 10

年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに平成 28 年 4月 1 日以降

に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法によっております。 

② 無形固定資産 

  （リース資産を除く） 

・市場販売目的のソフトウェア  見込販売収益に基づく償却額と見込販売有

効期間（3 年以内）に基づく均等配分額のい

ずれか大きい金額を計上しております。 

・自社利用のソフトウェア  社内における利用可能期間（5 年）に基づく

定額法によっております。 

・その他の無形固定資産  定額法によっております。 

③ リース資産  

・所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数として、残存価額を零

とする定額法を採用しております。 

 

 

 

 

 

 



 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

なお、貸倒実績及び貸倒懸念債権等特定の債

権がないため、当事業年度は貸倒引当金を計

上しておりません。 

② 賞与引当金  従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給

見込額のうち当事業年度に負担すべき額を

計上しております。 

③ 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

の末日における退職給付債務に基づき計上

しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を発生の翌

事業年度から費用処理しております。 

④ 役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員

退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計

上しております。 

 

(4) 重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

・当事業年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる

工事 

 工事進行基準（工事の進捗率の見積もりは原

価比例法） 

・その他の工事  工事完成基準 

 

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 


